
お問合せ 事業再構築補助金 コールセンター Tel 0570-012-088

補正予算国の

支援施策
令和

中小
企業

4年度 概
要との

のポイント

補正予算のポイント

中小企業等事業再構築促進事業（事業再構築補助金）

　・成長分野への転換を図る事業者（成長枠）に対して売上減少要件を撤廃
　・大胆な賃上げに取り組む事業者には、補助率・補助上限額を引き上げ

中小企業生産性革命推進事業（ものづくり補助金・小規模事業者持続化補助金・IT導入補助金・事業承継・引継ぎ補助金）

　・グリーン分野への投資加速化、大胆な賃上げ、インボイスへの対応を応援すべく、
　 補助率・補助上限額を引き上げ

5,800億円

4,000億円
2,000億円

01

02

資金繰り支援等

　・新型コロナウイルス関連融資の借り換え含む、新たな借り換え保証制度の創設

2,981億円
03

支援施策の

（ものづくり補助金・小規模事業者持続化補助金・IT導入補助金・事業承継・引継ぎ補助金）

思い切った事業の
再構築に取り組みたい

【事業再構築補助金】
概　　要：ウィズコロナ時代の経済社会の変化に対応するために新分野展開、事業転換、業種転換、業態
       　　転換、又は事業再編という思い切った事業再構築に取り組む中小企業の挑戦を支援します。
対象経費：建物費、機械装置、システム構築費、研修費 等

新分野展開：新たな製品等で新たな市場に進出する
事 業 転 換：主な「事業」を転換する　　※日本標準産業分類に基づく中分類、小分類又は細分類の産業の転換
業 種 転 換：主な「業種」を転換する　　※日本標準産業分類に基づく大分類の産業の転換（例：製造業→情報通信業など）
業 態 転 換：製造方法等を転換する
事 業 再 編：事業再編を通じて新分野展開、事業転換、業種転換または業態転換のいずれかを行う

類型

対象

補助
上限

補助率

最低賃金枠

最低賃金引上げの影
響を受け、その原資の
確保が困難な事業者

最大
1,500万円

3/4

産業構造転換枠

国内市場縮小等の構
造的な課題に直面し
ている業種・業態の
事業者

最大
7,000万円

2/3

サプライチェーン
強靱化枠

海外で製造する部品等の国内回
帰を進め、国内サプライチェー
ンの強靱化及び地域産業の活性
化に資する取組を行う事業者

最大
5億円

1/2

成長枠

成長分野への大胆
な事業再構築に取
り組む事業者

研究開発・技術開発又は人材育成を行いながら、
グリーン成長戦略「実行計画」14分野の課題の解
決に資する取組を行う事業者

グリーン成長枠

最大
7,000万円

最大
8,000万円 1億円

1/2（大規模賃上げ達成で2/3へ引上げ）

物価高騰対策・
回復再生応援枠

業況が厳しい事業者や事業
再生に取り組む事業者

最大
3,000万円

2/3 (一部3/4)

エントリー スタンダード

事業再構築補助金（令和4年度第二次補正予算）の全体像

業況が厳しい事業者向けに
補助率等手厚く支援

賃上げ等へのインセンティブ
○大規模賃金引上げ：上限3,000万円上乗せ
○中小企業等からの卒業：上限を2倍に引上げ

事業再構築の定義

類型・補助上限・補助率

新たな取り組みを強力に後押し！

※国庫債務負担含め総額



設備投資をしたい

【ものづくり補助金】概要：生産性向上のため、サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行うための
      設備投資等を支援します。

設備投資をしたい
類型・補助上限・補助率

（※1）従業員規模毎に設定　　（※2）前年度の課税所得がゼロ以下かつ常時使用する従業員がいる事業者が対象　　（※3）小規模事業者・再生事業者は2/3

申請類型 補助上限額（※1） 補助率

通常枠

回復型賃上げ・雇用拡大枠（※2）

デジタル枠

グリーン枠

グローバル市場開拓枠

750～1,250万円

1,000～4,000万円
（温室効果ガス排出削減取組に応じて3段階の上限を設定）

3,000万円
（海外市場開拓（JAPANブランド）類型では、ブランディング・
プロモーション等に係る経費も対象化）

2/3

1/2（※3）

1/2（※3）

大幅な賃上げをする事業者は、
最大1,000万円の補助上限を
上乗せ
（回復型賃上げ・雇用拡大枠を
  除く）

お問合せ ものづくり・商業・サービス補助金：ものづくり補助金事務局サポートセンター Tel 050-8880-4053

業務効率化に向けて
IT導入をしたい

【IT導入補助金】
概要：業務の効率化やDXの推進、セキュリティ対策のための
      ITツール等の導入経費を一部支援します。

お問合せ サービス等生産性向上IT導入支援事業 コールセンター
Tel 0570-666-424

申請類型 補助対象経費 補助上限額 補助率

通常枠 ITツール

ITツール
（会計ソフト、受発注システム、
 決済ソフト等）

デジタル化
基盤導入枠

下限無し

PC・タブレット等

レジ・券売機等

サイバーセキュリティサービス
利用料（※）

セキュリティ
対策推進枠

インボイス
対応

5～450万円

5～100万円

50～350万円

10万円

20万円

～50万円

1/2

1/2

1/2

1/2

3/4

2/3

※（独）情報処理推進機構（IPA）「サイバーセキュリティお助け隊サービスリスト」に掲載されたサービス

     ITツール等の導入経費を一部支援します。

お問合せ サービス等生産性向上IT導入支援事業 コールセンター

【小規模事業者持続化補助金】
概要：小規模事業者が自ら経営計画を
      作成して取り組む 販路開拓を
      支援します。

【資金繰り支援】
民間ゼロゼロ融資（実質無利子・無担保融資）に加え、
他の保証付融資や新たな資金需要にも対応できる借換保証制度
・融資上限：1億円
・保 証 料：0.2％  等
・保証期間：最長10年（据置期間：最長5年）

お問合せ 小規模事業者持続化補助金事務局
Tel 03-6632-1502

お問合せ 中小企業庁金融課 Tel 03-3501-2876

お問合せ 中小企業国際化総合支援事業：中小企業基盤整備機構
Tel 03-5470-1522

新規輸出1万者支援プログラム：ジェトロ本部
Tel 03-3582-4937

2/3（※）

申請類型 補助上限額 補助率

通常枠

賃金引上げ枠・卒業枠

後継者支援枠・創業枠

インボイス特例
インボイス発行事業者に転換する事業者は補助
上限額を一律50万円上乗せ

※成長・分配強化枠の一部の類型において、赤字事業者は3/4

50万円

200万円

200万円

600万円

600万円

150万円

800万円

販路開拓に
取り組みたい

【事業承継・引継ぎ補助金】

概要：事業承継・M&A後の経営革新に係る費用や、
      M&A時の専門家活用に係る費用を一部補助します。

お問合せ 事業承継・引継ぎ補助金：
　経営革新事業 Tel 050-3615-9053
　専門家活用事業／廃業・再チャレンジ事業

Tel 050-3615-9043

事業承継を契機に新たな取り組みに挑戦したい

※1　経営革新、専門家活用との併用が可能 

申請類型 補助上限額 補助率

経営革新事業

設備投資等の新たな取組
（※経営者交代型は承継前の後継者も対象）

専門家活用事業
仲介・FA費用等

廃業・再チャレンジ事業 ※1
廃業費用等

一定の賃上げをする事業者の
上限を200万円上乗せ

1/2～
2/3

1/2～
2/3

2/3

1/2
（上乗せ分
 のみ）

M&A時の専門家活用に係る費用を一部補助します。

新たな
借り換え保証制度の創設

【中小企業国際化総合支援事業】
海外展開を目指す中小企業向けに、
戦略立案・具体化などを
伴走型ハンズオンで支援
・費用：無料

海外展開をしたい

※本事業のご利用には「新規輸出１万者プログラム」の
　ポータルサイトへのご登録が必要です。
※海外向けの商品開発・改良、ブランディング、  プロモーションの費用に掛かる補助金は、
　ものづくり補助金のグローバル市場開拓枠をご覧ください。

※本資料は2022年12月20日時点の経済産業省・中小企業庁の情報に基づきます。
※募集要項などの詳細は、補助金の募集開始後、各施策のウェブサイト等で必ずご確認ください。

（最大250万円）


